
別紙１
東京都精神障害者社会復帰施設設置運営基準
第１章　総則
（趣旨）
第1　 東京都精神障害者社会復帰施設運営費等補助金交付要綱に基づく補助金の交付の対象となる社会復帰施設の設置及び運営に関し、必要な事項を定める。
（基本方針）
第2　 社会復帰施設は、利用者に対し、健全な環境の下で、社会福祉事業に関する熱意及び能力を有する職員による適切な処遇を行うよう努めなければならない。
2　 社会復帰施設は、利用者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って処遇を行うよう努めなければならない。
（利用の方法）
第３　社会復帰施設の利用は、利用者と社会復帰施設の長（以下「施設長」という。）又は運営主体の長との契約によるものとする。
（利用者の負担）
第4　 利用者の負担については、次のとおりとする。

(1) 社会復帰施設は、利用者に対する援助の提供に要する費用の一部として当該施設が定めた利用料を利用者から徴収することができる。
(2) 社会復帰施設は、当該施設の維持管理等に必要な経費として当該施設が定めた利用料を利用者から徴収することができる。
(3) 社会復帰施設は、飲食物費、日用品費、光熱水費等、利用者個人に係る費用を実費として利用者から徴収することができる。
(4) 社会復帰施設は、利用料を徴収する場合、利用者個人の負担能力に配慮すること。
（構造設備の一般原則）
第5　 社会復帰施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等の利用者の保健衛生に関する事項及び防災について十分考慮されたものでなければならない。
2　 社会復帰施設の建物（利用者の日常生活のために使用しない附属の建物を除く。）は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建物とする。ただし、小規模通所授産施設及び精神障害者家族団体等が運営する施設においては、当分の間、適用しない。
（設備の専用）
第6　 社会復帰施設の設備は、専ら当該社会復帰施設の用に供するものでなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、この限りではない。
（職員の専従）
第7　 社会復帰施設の職員は、専ら当該社会復帰施設の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、この限りではない。
（勤務体制の確保等）
第8　 社会復帰施設は、利用者に対し、適切な処遇を行うことができるよう、職員の勤務体制を定めておかなければならない。
2　 社会復帰施設は、当該社会復帰施設の職員によって処遇を行わなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りではない。
3　 社会復帰施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。
（管理規定）
第9　 社会復帰施設は、次に掲げる施設の管理運営に係る必要な事項について、規定を定め、適正な運営に努めなければならない。
(1)  施設の目的及び運営方針
(2)  職員の職種別定数
(3)  職種別職員の業務内容並びに権限及び責任
(4)  組織
(5)  利用者定員
(6)  利用者の処遇の内容及び利用料その他の費用の額
(7)  施設の利用に当たっての留意事項
(8)  非常災害対策
(9)  その他施設の管理運営についての重要事項
２　社会復帰施設は、前項(5)にかかわらず、過去三月間の平均利用者数が当該施設の定員を下回っている場合であって、利用者に対する援助の提供に支障をきたさない場合には、当該施設が定める定員を超えて利用者を受け入れることができる。
（医療機関等との連携）
第10　社会復帰施設は、利用者の意向を尊重しつつ、必要に応じ医療機関、保健所、その他の関係機関との連絡体制を整備しなければならない。
（地域との連携等）
第11　社会復帰施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行い、地域との積極的な交流に努めなければならない。
（苦情対応）
第12　社会復帰施設は、その処遇に関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。
（非常災害対策）
第13　社会復帰施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的な計画を立てておかなければならない。
2　 社会復帰施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。
（帳簿等の整備）
第14　施設長は、次の帳簿等を備えておかなければならない。
(1)  管理に関する帳簿
1　 事業日誌
2　 定款（寄附行為）及び施設運営に必要な諸規程
3　 年間事業計画表及び事業実施状況表
4　 職員に関する書類
5　 設備及び備品に関する書類
(2)  利用者に関する書類
(3)  会計経理に関する書類
1　 収支予算及び収支決算に関する帳簿（授産施設にあっては、施設会計と授産会計を分けて整備すること。）
2　 金銭の出納に関する帳簿
3　 物品受払に関する帳簿
4　 資産に関する帳簿
(4)  その他管理運営に関する書類
（事業開始の届出等）
第15　実施主体の長は、事業を開始しようとするときは精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第50条第２項及び同法施行規則（以下「精神保健福祉法施行規則」という。）第31条の規定により、あらかじめ下記の事項を知事に届け出なければならない。
(1) 施設の名称、種類及び所在地

(2) 設置者の氏名、住所及び経歴（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

(3) 条例、定款その他の基本約款

(4) 建物その他の設備の規模及び構造（配置図及び平面図含む。）

(5) 運営の方針

(6) 利用定員

(7) 職員の定数及び職務の内容

(8) 施設の長その他主な職員の氏名及び経歴

(9) 事業開始の予定年月日

(10)その他参考となる事項
２　前項の規定による届出をした者は、その届け出た事項に変更を生じたときは、変更の日から一月以内に、その旨を知事に届け出なければならない。

３　実施主体の長は、社会復帰施設を廃止し、又は休止しようとするときは、精神保健福祉法施行規則第32条の規定により、あらかじめ知事に届け出なければならない。

第２章　個別事項
1　 精神障害者生活訓練施設
（設置目的）
第16　精神障害者生活訓練施設（以下「生活訓練施設」という。）は、次の第18に規定する回復途上にある精神障害者を対象に、居室その他の設備を一定期間利用させることにより生活の場を与えるとともに、精神障害者の社会復帰に関する専門的知識を持った職員により生活の指導等を行い、地域社会における自立を促進することを目的とする。
（運営主体）
第17  生活訓練施設の運営主体は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人とする。
（利用対象者）
第18　生活訓練施設の利用対象者は、都内に居住する者のうち、入院医療の必要はないが、精神障害のため独立して日常生活を営むことが困難と見込まれる者であって、社会復帰を希望し通院医療を継続している者とする。
（利用定員）
第19　生活訓練施設の定員は、おおむね20人とする。
（利用期間）
第20　生活訓練施設の利用期間は、２年以内を原則とする。ただし、施設長又は運営主体の長は、当該生活訓練施設の医師（以下「顧問医」という。）の意見を聴いた結果、利用期間の延長が真にやむを得ないと認める場合には、１年を超えない範囲で利用期間を延長することができる。
（構造設備）
第21　生活訓練施設には、原則として次の構造及び設備を設けなければならない。
(1)  生活訓練施設の建物面積は、利用者一人につき14.9平方メートル以上とすること。
(2)  生活訓練施設には、次に掲げる設備が設けられていること。
1　 居室
2　 相談室
3　 静養室
4　 食堂
5　 調理場
6　 集会室兼娯楽室（食堂と兼ねることができる。）
7　 浴室
8　 洗面所
9　 便所
10　 事務室
(3)  前記アの居室については、次の基準を満たすこと。
1　 独立した部屋で、１室の定員は二人以下とすること。
2　 居室は、地階に設けてはならない。
3　 利用者一人当たりの居室の床面積は収納設備等を除き、4.4平方メートル以上とすること。
4　 居室の出入口のうち１以上は避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。
 (4)　前記(2)及び(3)の設備基準については、平成12年４月１日現在で現存する施設及び基本的な設備が完成している施設の場合、平成17年３月31日までの間は適用しない。
また、平成12年４月１日現在で現存する施設及び基本的な設備が完成している施設が、上　　　記(3)アの規定を適用する場合、この規定中「二人」とあるのは、「四人」とする。

（職員の配置基準）
第22　生活訓練施設には、次の職員を配置するものとする。
　　　なお、次の(1)から(3)の職員は、常勤でなければならない。
(1)  施設長　　１名
(2)  精神保健福祉士　　１名
(3)  精神障害者社会復帰指導員　　３名
　　（利用者の数が40名以上10名を増すごとに、これに加えて２名を置くこと。）
(4)　顧問医　　１名以上
2　 前項の配置基準に加え、常勤の指導員及び常勤の事務員を増員することができる。
（職員の資格要件）
第23　施設長は、精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に５年以上従事した者又はこれと同等以上の能力を有する者であって、生活訓練施設を適切に管理運営する能力を有する者であること。
2　 精神保健福祉士は、精神保健福祉士の免許を有するものであること。
　　ただし、平成17年３月31日までの間は、精神障害者社会復帰指導員を充てることができる。
3　 精神障害者社会復帰指導員は、次のいずれかに該当する者であること。
(1)  学校教育法（昭和22年法律第26号）第52条に規定する大学において、心理学若しくは教育学の課程又は社会福祉に関する科目を修めて卒業し、精神障害者の更生援護に関して経験を有する者
(2)  学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に従事した者
(3)  上記(1)及び(2)に掲げる者のほか、精神保健及び精神障害者の福祉に関し、相当の学識経験を有する者で、施設長又は運営主体の長が適当と認めた者
４　顧問医は、精神科の診療に相当する経験を有する者で、施設長と連絡を密にし、利用者の状況を常に把握できる者であること。
（生活訓練施設の運営等）
第24　生活訓練施設の運営は、次に掲げる事項について留意しなければならない。
(1)  利用者の処遇に関する計画
1　 生活訓練施設は、利用者について、その心身の状況及び病歴、置かれている環境、その者及び家族の希望等を勘案し、その者の同意を得て、その者の処遇に関する計画を作成しなければならない。
2　 生活訓練施設は、利用者の処遇に関する計画については、利用者の処遇の状況等を勘案し、必要な見直しを行わなければならない。
 (2)  処遇の方針
1　 生活訓練施設は、利用者について、社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促進に資するよう、その者の心身の状況等に応じて、その者の処遇を適切に行わなければならない。
2　 生活訓練施設は、利用者の処遇は、利用者の処遇に関する計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行わなければならない。
3　 生活訓練施設は、利用者の処遇に当たっては、懇切丁寧を旨として、利用者又はその家族に対し、処遇上必要な事項について理解しやすいように説明を行わなければならない。
4　 生活訓練施設は、利用者の処遇に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命若しくは身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない。
 (3)  生活指導等
1　 生活訓練施設は、利用者が生活習慣を確立するとともに、社会生活への適応性を高めるようあらゆる機会を通じて生活指導を行わなければならない。
2　 生活訓練施設は、教養、娯楽の時間を設けるなど、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行わなければならない。
3　 生活訓練施設は、常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなければならない。
 (4)  健康管理
1　 生活訓練施設は、職員及び利用者の健康を確保するため、健康診断の実施、救急常備薬の整備等に努めなければならない。
2　 顧問医は、利用者の主治医と相互に密接な連絡を取り合い、常に利用者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置をとらなければならない。
 (5)  給食業務
　　生活訓練施設は、利用者の必要に応じて給食業務を行うことができる。
(6)  衛生管理
     生活訓練施設は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲料に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置をとらなければならない。
（施設長の業務等）
第25　施設長の業務等については、次のとおりとする。
(1)  施設長は、第24に掲げる生活訓練施設の運営等について適切な処置を行うものとする。
(2)  施設長は、利用者に対し、各人の状態等を十分勘案して適切な処遇を行うものとする。
(3)  施設長は、利用者本人の意向を尊重しつつ、関係機関と必要に応じて連絡をとり、利用者に対する指導等が円滑かつ効果的に実施されるよう努めるものとする。
2　 精神障害者通所授産施設
（設置目的）
第26　精神障害者通所授産施設（以下「通所授産施設」という。）は、第29に規定する回復途上にある精神障害者を対象に、一定期間作業の場を提供し、必要な訓練を行うとともに、地域社会における自立を促進することを目的とする。
（通所授産施設の種別）
第27　通所授産施設は、利用定員及び設備基準等により次の各号の種別に区分する。
 (1)  授産施設（通所）（通所授産施設のうち次号に規定する小規模通所授産施設以外のものをいう。以下同じ。）
 (2)  小規模通所授産施設
（運営主体）
第28　授産施設（通所）の運営主体は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人とする。
2　 小規模通所授産施設の運営主体は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人とする。
　　なお、運営主体が区市町村であるときは、小規模通所授産施設を適切に運営できると認めた者に事業の経営を委託して行うことができるものとする。
（利用対象者）
第29　通所授産施設の利用対象者は、都内に居住する者のうち一定程度の作業能力があるが、雇用されることが困難な精神障害者であって、通院医療を継続しており、かつ将来就労を希望する者とする。
（利用定員）
第30　授産施設（通所）の定員は、おおむね20人以上とする。
2　 小規模通所授産施設の定員は、10人以上であって、常時利用する者が20人未満とする。
（利用期間）
第31　通所授産施設の利用期間は、利用者各人の作業能力等を勘案して、当該施設で適宜決定するものとする。
（利用者の作業収入）
第32　施設長又は運営主体の長は、事業収入から事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として利用者に支払うものとする。
（構造設備）
第33　授産施設（通所）には、原則として次の構造及び設備を設けなければならない。
 (1)  授産施設（通所）は、建物面積は、利用者一人につき15.8平方メートル以上とすること。
(2)  授産施設（通所）は、次に掲げる設備が設けられていること。
　　ただし、平成12年４月１日現在で現存する施設及び基本的な設備が完成している施設の場合、平成17年３月31日までの間は適用しない。
1　 作業室又は作業場（利用者が安全に作業に従事できるように必要な広さと設備があること。）
2　 静養室
3　 食堂
4　 集会室兼娯楽室（食堂と兼ねることができる。）
5　 洗面所
6　 便所
7　 事務室
2　 小規模通所授産施設には、次に掲げる設備が設けられていること。
　　ただし、他の社会福祉法人等の設備を利用することにより当該小規模通所授産施設の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、次に掲げる設備の一部を設けないことができる。
(1)  作業室又は作業場（利用者が安全に従事できるように必要な広さと設備があること。）
(2)  静養室
(3)  食堂（作業室又は作業場、静養室と兼ねることができる。）
(4)  洗面所
(5)  便所
（職員の配置基準）
第34　授産施設（通所）には、次の職員を配置するものとする。
　　　なお、次の(1)から(4)の職員は常勤でなければならない。
　　　ただし、(3)及び(4)の職員のうち一人は非常勤とすることができる。
(1)  施設長　　１名
(2)  精神保健福祉士　　１名
(3)  作業療法士　　１名
(4)  精神障害者社会復帰指導員　　２名
　　（利用者の数は40名以上10名又はその端数を増すごとに、これに加えて１名を置くことができる。）
(5)　顧問医　　１名以上
2　 前項の配置基準に加え、常勤の指導員及び常勤の事務員を増員することができる。
3　 小規模通所授産施設には、次の職員を配置するものとする。
　　なお、職員は、原則として常勤でなければならない。
　　ただし、(2)の職員のうち、一人は非常勤とすることができる。
(1)  施設長　　１名
(2)  精神保健福祉士、作業療法士又は精神障害者社会復帰指導員　　３名以上
4　 前記(1)の施設長は前記(2)の職員と兼ねることができる。
（職員の資格要件）
第35　授産施設（通所）職員の資格要件は、第23に規定する職員の資格要件を準用する。
２　小規模通所授産施設職員の資格要件は、第23に規定する職員の資格要件を準用する。
　　なお、施設長については、当分の間、第23第１項の規定を準用しないこととするが、精神障害者の社会復帰に理解と熱意を有し、施設を運営する能力を有すると認められる者でなければならない。
（通所授産施設の運営等）
第36　通所授産施設の運営は、次に掲げる事項について留意しなければならない。
 (1)  利用者の処遇に関する計画
     第24の(1)の規定は、通所授産施設について準用する。
(2)  処遇の方針
　　第24の(2)の規定は、通所授産施設について準用する。
(3)  生活指導等
　　第24の(3)の規定は、通所授産施設について準用する。
(4)  授産種目等
　　通所授産施設における授産種目は、地域の実情、製品の需給状況等を考慮して選定するとともに、できるだけ多様な工程を用意し、利用者の作業能力及び適正に配慮すること。
　　また、施設は利用者の作業時間、作業量等がその者に過重な負担とならないよう配慮すること。
(5)  訓練時間等
　　施設での訓練は、日曜日及び国民の祝日を除く毎日又は毎週５日以上行うものとし、指導時間はおおむね半日以上であること。ただし、１日につき８時間、１週につき40時間を超えてはならないものであること。
(6)  健康管理
1　 第24の(4)のアの規定は、通所授産施設について準用する。
2　 第24の(4)のイの規定は、通所授産施設のうち授産施設（通所）について準用する。
(7)  給食業務
　　第24の(5)の規定は、通所授産施設について準用する。
(8)  衛生管理
　　第24の(6)の規定は、通所授産施設について準用する。
（施設長の業務等）
第37　施設長の業務等については、次のとおりとする。
(1)  施設長は、第36に掲げる通所授産施設の運営等について、適切な処遇を行うものとする。
(2)  施設長は、利用者に対して、各人の状態、作業能力を十分勘案して適切な処遇を行うものとする。
(3)  施設長は、利用者本人の意向を尊重しつつ、関係機関と必要に応じて連絡をとり、利用者に対する訓練指導等が円滑かつ効果的に実施されるように努めるものとする。
(4)  施設長は、相当の保険に加入する等、万一の事故に備えなければならない。
